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旋盤

取得価額

の取扱いをしたもの）

は対象となりません。
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令和７年１

令和７年１

令和７年度

　耐用年数は本来「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年数表が適用されま

すが、法人税法施行令第57条または所得税法施行令第130条の規定により所轄国税局長の

承認を受けたときは耐用年数が短縮できます。
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－ 4 －

　お送りした申告書の所有者の欄に印字があり、かつ印字された所有者の方が亡く

なる等で資産を相続された場合は、住所、氏名を二重線で消し、相続人の方の住所、

氏名を御記入ください。

　既に廃業された場合は申告書の「18備考」欄に『令和６年○月廃業』と記入し、御

提出ください（９ページ参照）。　

、

、

、

、

、

、、



電気設備、ガス設備、給排水設備等本来家屋と一体となって家屋の効用を発揮す

るための設備を建築設備といいます。家屋と償却資産の区分は、一般的に次の表に

掲げるように取り扱われます。

※家屋の所有者以外の方が取り付けた建築設備は、事業用資産である場合に限り、取り付

けた方を当該建築設備の所有者とみなし償却資産として課税いたします。

（地方税法第343条第 国分寺市市税賦課徴収条例第36条第５項）

設備等の種類 設備等の内容

家屋と建築設備等の所有関係

同じ場合 異なる場合

家屋
償却
資産

家屋
償却
資産

電気設備

工場等の電力源である電気設備 ○ ○

冷凍倉庫における冷凍設備 ○ ○

ビル等における受変電設備、蓄電池設備 ○ ○

中央監視制御装置、電話機、交換機等の機器 ○ ○

○ ○

電灯照明設備（屋外照明設備） ○ ○

給排水設備
○ ○

屋内の給排水設備、衛生設備 ○ ○

ガス設備

屋外設備、引込工事等、特定の生産または業
務用設備

○ ○

上記以外の設備 ○ ○

給湯設備 ユニットバス用、床暖房用、洗面所用等 ○ ○

空調・換気設備

ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産また
は業務用設備

○ ○

上記以外の設備（埋め込み型のエアコンを含
む）　

○ ○

消火設備
消火器、ホース、ノズル、ガスボンベ等 ○ ○

消火栓設備、スプリンクラー等 ○ ○

運搬設備 エレベーター、小荷物専用昇降機等 ○ ○

厨房設備 飲食店、寮、社員食堂等の厨房設備 ○ ○

建築工事 床、壁、天井仕上げ、店舗造作等工事一式 ○ ○

内装・造作
内装、造作設備（床，壁，天井仕上げ、店舗
造作等）

○ ○

外構工事 工事一式（門、塀、緑化設備等） ○ ○

その他の設備等
簡易間仕切り、ＬＡＮ設備、文字看板、ネオン
サイン、機械式駐車場設備、駐輪場設備、集
合郵便受、ゴミ処理設備、カーテン等

○ ○

（オーナー施工分）（テナント施工分）

屋外に設置された給水塔、給排水管、引込工事

９項及び

電力引込設備（引込開閉器盤及び屋外の配線）

－ 5 －

（９）償却資産と家屋との区分

（（９９）） 償償却却資資産産とと家家屋屋ととのの区区分分

電気設備，ガス設備，給排水設備等本来家屋と一体となって家屋の効用を発揮す

るための設備を建築設備といいます。家屋と償却資産の区分は，一般的に次の表に

掲げるように取り扱われます。

設備等の種類 設備等の内容

家屋と建築設備等の所有関係

同じ場合 異なる場合

家屋
償却
資産

家屋
償却
資産

電気設備

工場等の電力源である電気設備 ○ ○

冷凍倉庫における冷凍設備 ○ ○

ビル等における受変電設備，蓄電池設備 ○ ○

中央監視制御装置，電話機，交換機等の機器 ○ ○

○ ○

電灯照明設備（屋外照明設備） ○ ○

給排水設備
○ ○

屋内の給排水設備，衛生設備 ○ ○

ガス設備

屋外設備，引込工事等，特定の生産または業
務用設備

○ ○

上記以外の設備 ○ ○

給湯設備 ユニットバス用，床暖房用，洗面所用等 ○ ○

空調・換気設備

ルームエアコン（壁掛型），特定の生産また
は業務用設備

○ ○

上記以外の設備（埋め込み型のエアコンを含
む）　

○ ○

消火設備
消火器，ホース，ノズル，ガスボンベ等 ○ ○

消火栓設備，スプリンクラー等 ○ ○

運搬設備 エレベーター，小荷物専用昇降機等 ○ ○

厨房設備 飲食店，寮，社員食堂等の厨房設備 ○ ○

建築工事 床，壁，天井仕上げ，店舗造作等工事一式 ○ ○

内装・造作
内装，造作設備（床，壁，天井仕上げ，店舗
造作等）

○ ○

外構工事 工事一式（門、塀、緑化設備等） ○ ○

その他の設備等
簡易間仕切り、ＬＡＮ設備、文字看板、ネオン
サイン、機械式駐車場設備、駐輪場設備、集
合郵便受、ゴミ処理設備、カーテン等

○ ○

（オーナー施工分）（テナント施工分）

屋外に設置された給水塔，給排水管，引込工事

※家屋の所有者以外の方が取り付けた建築設備は、事業用資産である場合に限り、取り付

けた方を当該建築設備の所有者とみなし償却資産として課税いたします。

（地方税法第343条第９項及び国分寺市市税賦課徴収条例第36条第５項）

電力引込設備（引込開閉器盤及び屋外の配線）

－ 5 －－ 4 －

10

　電気設備、ガス設備、給排水設備等、本来家屋と一体となって家屋の効用を発揮

するための設備を建築設備といいます。家屋と償却資産の区分は、一般的に次の表に

掲げるように取り扱われます。

６



                   

 

 

10)  
 

   

 

 
 

  

 15 

 
 

15 

 15 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

15 

10 

  

 

 

  

 

14 

 17 

 14 

  

10 

  

 
  

 20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 

 
 

  

  

 

(   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
 

 

 

 

－ 6 －

                   

 

 

10)  
 

   

 

 
 

  

 15 

 
 

15 

 15 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

15 

10 

  

 

 

  

 

14 

 17 

 14 

  

10 

  

 
  

 20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 

 
 

  

  

 

(   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  
 

 

 

 

－ 6 －

家具，電気機器，ガス

事務机，

事務机，

、

、 、

、
、

、

、

、 、

、

、

、

、
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令和７年１

です。

令和７年１

ください

令和６年１

令和７年１

科せられることがあります。また、虚偽の

申告をされた場合には、地方税法第385条の規定により罰金を科せられることがあります。

令和７年１月 31 日（金）

①

名を記入し 切手を貼った返信用封筒 を同封してください。返信用封筒がない場

合、または切手を貼ってない場合は返送できません。詳しくは固定資産税係償却

資産担当へお問い合わせください（16ページ参照）。

（３）  提出期限

期限間近になりますと受付が大変混雑しますので、お早めに御提出くださいます

ようお願いいたします。

青色申告書等を税務署に提出されている方も、内容に注意し必ず御申告ください。

、

、

、

、、

、

、
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次の表の区分により○印で示してあります（種類別明細書の

増加資産用と全資産用は，同一の用紙です。）。

　電算処理により独自の申告書を使用する場合は，用紙のサイズをＡ４にし，当市か

ら送付した申告書に添付して御提出ください。また，所有者コードを必ず御記入くだ

さい。

取得価額
が

が

が
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次の表の区分により○印で示してあります（種類別明細書の

増加資産用と全資産用は、同一の用紙です。）。

　電算処理により独自の申告書を使用する場合は、用紙のサイズをＡ４にし、当市か

ら送付した申告書に添付して御提出ください。また、所有者コードを必ず御記入くだ

さい。

取得価額
が

が

が
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次の表の区分により○印で示してあります（種類別明細書の

増加資産用と全資産用は，同一の用紙です。）。

　電算処理により独自の申告書を使用する場合は，用紙のサイズをＡ４にし，当市か

ら送付した申告書に添付して御提出ください。また，所有者コードを必ず御記入くだ

さい。

取得価額
が

が

が
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次の表の区分により○印で示してあります（種類別明細書の

増加資産用と全資産用は、同一の用紙です。）。

　電算処理により独自の申告書を使用する場合は、用紙のサイズをＡ４にし、当市か

ら送付した申告書に添付して御提出ください。また、所有者コードを必ず御記入くだ

さい。

取得価額
が

が

が
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 57 - 8 459

 -55 -7  

(
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令和６年△月

令和６年△月

令和６年△月

○○市へ転出

廃業

法人設立　法人名○○○

令和７

の上，申告書のみ御提出ください。

【地方税共同機構】

03-5521-0019）

ｴﾙ ｴﾙ

https://www.eltax.lta.go.jp/ 
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【４ よくある御質問】  

ＱＱ１１：：今今年年初初めめてて申申告告書書がが送送らられれててききままししたた。。どどののよよううににすすれればばいいいいでですすかか？？ 

ＱＱ２２：：昨昨年年中中にに飲飲食食店店をを開開業業ししままししたた。。どどののよよううななももののをを申申告告すするる必必要要ががあありりまますすかか？？ 

Ａ２：飲食店の場合、各種厨房機器、冷蔵庫、テーブル、椅子、レジスター、エアコン、テレビ、カ

ラオケ、看板等です。

また、自己所有の建物ではなく貸店舗のテナントとして開業した場合については、店舗用に施

工した内装や電気配線、空調設備、給排水設備等も償却資産の対象となります。

ＱＱ３３：：昨昨年年中中ににアアパパーートト経経営営をを始始めめままししたた。。アアパパーートト経経営営者者もも償償却却資資産産のの申申告告がが必必要要でですすかか？？ 

ＱＱ４４：：アアパパーートト経経営営のの分分のの確確定定申申告告はは減減価価償償却却費費ととししてて一一括括計計上上ししてていいるるののでで、、外外構構等等のの内内訳訳

ががわわかかりりまませせんん。。どどののよよううににすすれればばよよいいでですすかか？？ 

Ａ５：上下水道における本管からの引き込み工事や、建物周囲の舗装、植栽、駐車場設備、自転車置

場等、その多少にかかわらず御申告いただく必要があります。 

≪御参考≫ 内が償却資産の対象になります。 

※の資産については、種類により家屋の対象となる場合があります。詳しくはお問い合わせください。

給排水本管

電
柱

フェンス

塀
外灯 ※

植栽

駐車場設備 ※

集合郵便受け

アスファルト舗装

コンクリート舗装

ルームエアコン ※

自転車置場

門、看板

側溝

屋外電気配線

簡易物置 ※

屋外給排水管
受変電設備

太陽光発電設備 ※

Ａ３：アパート経営は、他人に貸し付けを行う不動産賃貸業となるので申告が必要です。対象となる

主な資産は、周囲のフェンス・塀・側溝・外灯・門・看板などの外構工事、自転車置場、ごみ

置き場、各部屋に設置されたルームエアコン、駐車場等のアスファルト舗装などがあります。

給排水設備、ガス設備の屋外部分も対象となります。 

Ａ１：店舗や店舗兼用住宅、アパート等を新築された方、新しく事業を始められた方には、お申出が
なくても申告書をお送りしています。土地、家屋以外に事業用資産（償却資産）をお持ちの場

合はこの手引を御参照いただき、申告書に御記入のうえ御提出ください。なお、該当する資産

がない場合でもその旨を御記入のうえ、申告書は必ず御提出ください。 

－ 13 －－ 12 －

申申告告告告すすすするるるる必必必必要要要要ははははあああありりりりまままますすすすかかかか？？？？  

Ａ４：家屋としての課税は建物本体のみですので、屋外の設備や外構等は建物総額の中から分けて申

告する必要があります。見積書等を参照し、償却資産に該当するものを御申告ください。 

ＱＱ５５：：敷敷地地のの中中ににははアアパパーートト本本体体ししかかななくくてて、、外外構構やや屋屋外外設設備備ははほほととんんどどなないいとと思思ううののでですすがが、、

  Ｑ１：今年初めて申告書が送られてきました。どのようにすればいいですか？

 Ｑ２：昨年中に飲食店を開業しました。どのようなものを申告する必要がありますか？

 Ｑ３：昨年中にアパート経営を始めました。アパート経営者も償却資産の申告が必要ですか？

Ｑ４：アパート経営の分の確定申告は減価償却費として一括計上しているので、外構等の内訳
         がわかりません。どのようにすればよいですか？

 Ｑ５：敷地の中にはアパート本体しかなくて、外構や屋外設備はほとんどないと思うのですが、
          申告する必要はありますか？

≪参 考≫≪参 考≫
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－ 14 －

の固

定資産税として課税されます。このため、年の途中で廃業したとしてもその年度分の税金はお

支払いいただく必要があります。翌年度の申告書の御提出で、廃業の御申告をお願いいたします。

  Ａ７：登記制度のある土地や家屋とは違い、償却資産は自治体での把握が困難なため、地方税法の規

定により所有者が市町村長に申告する制度となっております。申告書が届かなくても，事業用

資産をお持ちの個人，法人は償却資産の申告をする義務があります。

Ａ９：税務署への御申告は「法人税または所得税（国税）」の御申告で、そこでは償却資産を「減価

告は「固定資産税（市町村税）」として所有する資産（財産）のものとなり、申告対象資産も

異なる場合がありますので、税務署とは別に御申告が必要です。

Ａ10：固定資産税は、地方税法第10条の２第１項の規定により、持分に関係なく共有者全員が連

帯して全額を納付する義務（連帯納税義務）があります。このため、共有者それぞれの持

ち分に応じて課税することはできません。代表者の方が御申告し、御納付していただきま

すようお願いいたします。

（９ページ参照）。 

償却費を必要経費として」計上されています。一方、今回御案内しております償却資産の御申

Ａ８：家庭用としてのみ使用されている場合は償却資産に該当しませんが、事業用にも使用されてい

る場合は償却資産に該当します。これは、事業用に使用される割合が家庭用に使用される割合

よりも小さい場合であっても同様です。
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